
第四章 食品機動監視班(食 品環境指導センター)に よる監視事業

第4節 緊 急 監 視

平成12年 度は実施なし

第5節 先 行 調 査

1調 査 目的

先行調査 は、内分泌 か く乱化学物 質な ど都民の関心が高 い問題や、食 生活の多様化 などによ り新 た に

発生 した食 品衛生上 の問題 などにつ いて、先行的 に実態 を調査 し、安全性 の確 認や新 た な基準設定 の た

めの資料 を蓄積するな どを目的に、毎年、計画的 に行 っている事業で ある。

2調 査事項

平成12年 度は、次 の12テ ーマにつ いて実施 した。

(1)オ ーガニ ック輸 入食品の残留農 薬実態調査

(2)東 京湾産魚 介類 にお ける農薬等 の汚染実態調査(東 京湾産魚介類の有害物質の汚染実態調査)

(3)魚 介類 における ウイルス汚染実 態調査

(4)化 学的合成 品以外 の添加物 にお ける有害物質等 の含有実態調査

既存添加物等 におけ る有害物質 の含有実態調査

(5)合 成樹脂製器具類 等の内分泌か く乱化学物質含有実態調査

ポ リ塩化 ビニル製お もちゃ等 に含 まれ る内分泌か く乱化学物質 に関す る実態調査結 果

合成樹脂製器具 類等の材 質中の ノニ ルフェノール含 有実態調査

(6)生 食用食品における寄生虫類実 態調査

(7)・ バ イオテクノ ロジーを応用 した食品等の衛生学 的調査

・遺伝子組換 え食品 に関す る豆腐 製造業者へのア ンケー ト調査結果

(8)生 食用野菜等 の衛 生学的調査

(9)食 品中の微量有 害化学物質 に関 す る調査

(10)農 産物 における残 留基準未設定 農薬の残留実態調査

(11)水 産食品における抗菌性物質等 の残留実態調査

(12)市 販牛乳におけるCoxiella burnetiiの 検出状況調査

3調 査期 間

平 成12年4月 か ら平 成13年3月 まで

4調 査 内容 及び結果
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(1)オ ー ガニ ック輸入食品 の残留農薬実態調査

ア 調査 目的

ドイ ツで は100年 の歴史 を持つ と言わ れるオ

ー ガニ ック農法 は、米国 、 欧州等 にお い て も

1970年 代 か ら消費者ニ ーズの高 ま りとともに、

政府、民 間団体 による法制化 や認定基準制 定等、

地位 を築 き上 げて きた。

また、わが国 において も、近年、自然食 志向、

健康食志 向、ア レルギー問題 等 を背景 として、

「化学物 質 を含まない安全 な食品」 とい うイメ

ージ とともに有機農産物 及 びこれ を原材 料 とす

る加工食 品(以 下 「オー ガニ ック食品」とい う。)

の流通 量 は年々増大 してお り、欧米諸外 国か ら

も多種 多様のオーガニ ック食 品が輸入(以 下 「オ

ーガニ ック輸 入食品」 とい う。)さ れて いる。

農林 水産省は、これ まで の 「有機農産物 及び

特別栽培農産物 に係 る表示 ガイ ドライ ン」(以

下 「ガイ ドライン」 とい う。)に 加 え、農林物

資の規格化及 び品質表示 の適 正化 に関す る法律

(以下 「JAS法 」 という。)の 一部改正(以 下

「改正JAS法 」とい う。有 機格付 制 度 及 び検

査 認証制度 は平成13年4月 か ら施行)を 行 い、

国産、輸入 を問わず、改正JAS法 に基づ く有機

格付 マー クが無 い場合は、有機又は オー ガニ ッ

ク等 と表示す るこ とは認 め られないこ ととなった。

平 成11年 度 の本調 査では、イタ リア産オーガニ

ックスパゲ ッテ ィか らクロル ピリホス を検 出 した

ため、 さらに同種類 の オーガニ ック輸入食品の検

査 デ ータを蓄積 し、検出傾 向 を把握 するため、前

年 度 に引 き続 き、都 内 に流通 してい るオー ガニ ッ

ク輸入食品について、農薬残 留検 査及 び表示調査

を実施 し、あわせて海外 におけ る認証制度 シス テ

ム について文献検索等 を行 った。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)実 施方法

a検 査対象

オー ガニ ック輸 入 食品の 中 で も比 較 的市場

流通量が多 く、当班 が、平成6年 度 から平成10

年度 に実施 した 「輸入農産物加工食品 に残留す

る殺 虫剤等 の衛 生学 的実 態調査 」及 び平 成11

年度 に実施 した 「オーガニ ック輸入食品の残留

農 薬実態 調査 」 で農 薬 の検 出事例 の多 か っ た

「穀類加工 食品」 を主な対象 とした。

b調 査対象品 目数及び内訳

市販の オー ガニ ック輸入食 品32品 目につい

て調査 を実施 した。内訳 は表4-5-1の とお りで

ある。

表4-5-1オ ーガニック輸入食品調査対象品目数及び内訳

(ウ)検 査機関

衛生研究所生活科学部食品研究科農薬分析

研究室

(エ)調 査事項及び検査項 目

a残 留 農薬検 査

諸外国で穀類 に多 く使用 されている有機 リ

ン系農薬 の うち主 にポス トハ ーベス ト農 薬

と して使 用 され る もの及 び 当班 が過去 に実
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施 した先行調査 で検 出事例の あ る、マラチ

オ ン、 フェニ トロチオン、ピ リ ミホスメチ

ル、クロル ピリホ スメチル、 ク ,ロルプロフ

ァム(冷 凍 ポテ トのみ実施)、 クロル ピリ

ボス、ジクロルボス、エ トリムホ ス、 ダイ

アジノ ン、EPN、 テ ルブボスの 計11農 薬

について検査 を実施 した。

b表 示検査

食品衛生法 に基 づ く表示事 項 、認証団体

等 の邦文表示 の有無、使用原材料 等

cオ ーガニ ック認 証制度

諸外 国及び 日本 のオーガニ ック認証制度

の現状 につ いて文 献調査等 を行 った。

残留 農薬検査 について は、平成7年 厚生 省告

示第161号 に記載 の分析法に 準拠 した。

ウ 調査結果

(ア)残 留農薬 の検査結果 につ いて(表4-5-2)

32品 目の うち6品 目か ら有機 リン系農薬 であ

るクロル ピリホス、マ ラチオ ン、 ピリミホスメ

チルを検 出 した(検 出率18.8%)。 食品衛 生法

では、穀類 、豆類 、果実 、野 菜等 には残 留農薬

基準 は規定 されている ものの、それ らの加工 品

には残留農薬基準 は規定 されていない(暫 定残

留規制 値 を除 く。以下同 じ)。今 回の検 出値 は、

原材料 の 基 準値 と比較 して いず れ も下 回 っ て

いた。

(オ)検 査方法

表45-2残 留農薬検査結果

B/A… 検出品目数/品目数 ※2主 要原材料の食品衛生法残留農薬基準

(イ)認 証 団体表示状 況(表4-5-3)

32品 目全 て に原 産 国の認証 機 関等 の表示 が

あ り、そ の うち邦文表示 のあ るものは23品 目

であっ た。

表4-5-3認 証団体表示状況

(ウ)原 材 料

オ ー ガ ニ ック輸 入 食 品 に使 用 さ れ てい た オ ー

ガ ニ ック原 材 料 の 内 訳 を表4-5-4に 示 す 。
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表牛5-4食 品別オーガニック原材料内訳

(エ)各 国のオーガニック認証制度(平 成13年3月 現在)

aわ が国におけるオーガニ ック認証制度

(a)農 林水 産省は、これまで、有機 農産物等 を、

ガイ ドラインに基づ き、 「有機農産物」、 「転

換期 間中有機 農産物」、「無 農薬栽培農産物 」、

「無化学肥料 栽培農産物」、 「減農薬栽 培農 産

物」、 「減化学肥料栽培農 産物」に区分 してい

た。しか し、ガイ ドラインはあ くまで も自主 的

な もので あ り、有機農産物 の信頼性 を確保 す る

ため検 査認 証制度の導 入 を求 める声が 高 まっ

たこ とや 、国際 的な共通基準 の導入が求 め られ

ていたこ とか ら、このたびの改正JAS法 施行

に より、有機農産物及び有 機農 産物加工 食品 に

関する定 義、検査 ・認証制 度 を法制化 した。こ

れ によ り、生産方法及び表示 基準が明確化 され、

法 に違反 した場合の罰則 も規定 された。

今後、有 機又 はオー ガニ ック等 の表示(英

文 表示 も含 む。)は 、登 録認定機 関の認 証 を

受け、有 機JASマ ーク を附 した もので なけれ

ば認め られ ないこととなった。

(b)認 証基準

改正JAS法 にお ける認証取 得 に要す る技術 的

基準 は、生 産工程管理者 、有機農産物加工 食 品

の製造業者 、有機農産物 及 び有機農産物加 工食

品の小分 け業 者、輸入業 者の それぞれが、有機

農産物 及 び有 機農 産物 加 工 食 品に対 して定 め

られた 日本農林規格の基 準 に従 って、輸送 や貯

蔵 及び包装等 を行 うこととされ た。

(c)輸 入農産物 及びオー ガニ ック輸入食品 の認証

手続 きには次 の2通 りがある。

・ 農林水 産大臣が認 め た海外 の登録外国認定機 関

の認 定 を受けた認定 外 国製造業者(外 国の製造

業者)又 は認定外国生産工程管理者が認定 したもの。

・ わが 国の格付制度 と同等水 準の認証 制度 を有 し

て いる国か らの輸入 農産物であ って、 その 国の

政府機 関又はこれに準ず るもの と して農林水 産

大 臣が指定 した者 の発行証明書が添付 されてい

る もの。 なお、 この場合 、輸入者 自身 も登録認

定 機関の認定 を受け、認定輸 入業者 とならなけ

れば ならない。

b米 国(表4-5-5)

1990年 に有機食 品の検査 及 び認証 制度 を定 め

た 「オーガニ ック食品生 産法」がすで に制定 され

てい たが 、認証機関の資格基準等 、法律 運用上不

可欠 な事項 が未確定 であったために施行 に至 らず、

アメ リカ国内にお ける有 機認定事業 は各州が個別

に実 施 して きた。 しか し、 このたび米国連邦有機

食品基準が ようや く成立 し、2000年12月 に告示

され、USDAの 一組織 で あるASM(わ が 国の農林

水産省食 品流通局 に該 当す る部署)が 所 管する こ

ととなった。本法が施行 されれば、連邦 政府が、

この法律 の基準 に合致 した州及び民 間認 証団体 を

認定 し、認証業務 自体 を任せ ることになる。 この

法律 が施行 されるこ とに よって、各州及 び民 間認
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証 団体 での基準 の差 がな くな り、全米 にお いて一

定 品質のオーガニ ック食品の流通が可 能 となる。

cEU(ヨ ーロ ッパ共 同体)(表4-5-5)

「農産物の有機的生産 ならびに農産物 及び食

品の有機 表示 に関す る理事会規則(EEC)

NO.2094/91」(以 下 「EU基 準 」 とい う。)に

基 づい て、EU加 盟 国及 び民間認証 団体 はオー

ガニ ッ ク食 品 に関す る基準 をそ れぞ れ設 定 し

てい る。

表4-5-5米 国及びEUの 認証制度概要

dオ ー ス トラリア

1990年 に化学 薬品 を使 用 しない有機 農法 に

よ り生 産 され た有機 農 産物及 び有 機 農 産物 加

工食 品に関す る 「全 国有機農産物基準」 を制定

し、1992年 に施行 している。 この基準 は、EU

基準 に匹敵する もの と認 め られているため、EU

諸 国 で認 証 を受 けず に販売 をす る こ とが 可能

である。

eニ ュー ジーラ ン ド

ニュー ジー ラン ドで は、政府 はオー ガニ ック

食品 に関する法律 や基準 を定めてい ないが 、各

自治 体 レベ ルで オー ガ ニ ック食 品 を認 証 す る

動 きが見 られるほか、同国の二大 民 間認証 団体

とされ るBIO-GROとDemeterが 、 オーガニ ッ

ク食品の振興を図っている。

f中 国

1994年 に環境保 護局 に属す るオ ーガニ ック

食品開発 センターを南京 に開設 し、米 国の民間

認証機関 であるOCIAの 認証基準 を参考 に して

生産及 び加工基準 を設定 、ラベル表示 について

の規定 を作成 した(昨 年度報告 済)。 そ して、

この オーガニ ック食品 開発セ ンターが、認 証の

シス テムを管理 し、各地 にある中国農務部 が認

証 にあたる。 中国ではオーガニ ック食 品の こ と

を 「緑色食 品」 と呼 び、環境、生産 、品質、流

通及 び販売 の4つ の段 階 に基準 を設 けて いる。

工 考 察

食 品衛生法 では、穀類、豆類、果実 、野菜等

には残留 農薬基準 は規定 されている ものの、そ

の加工 品 に は残 留 農薬基 準 は規定 され てい な

い(暫 定残留 規制値 を除 く。以下同 じ)。 今 回

の検 出値 は、原材料 の基準値 と比較 して いず れ

も下 回っていた。

農薬 を検出 した製品は、原産国の オーガニ ック

認証 機関 による認証 を得た もの、 も しくは 自社

基準 に合致 した ものであ るため、輸入者 を通 じ

現 地 にお ける作物の栽培管理状況 、収穫 か ら製

造工 程 中で の原材 料 の取扱 い状 況等 につ いて

調査 を行 ったところ、いずれの製造者 も基準 を

クリア した ものであ り、 また、自社 の検 査では

農薬 を検 出 しなか った との回答を得 た。国際的

に もオー ガニ ック食 品 に関す る検 査 認 証制 度

の導入が進 む中、わが国で も、FAO/WHO合 同

食 品 国際規 格委 員会 の ガ イ ドライ ンに基づ く

有機JAS制 度が2001年4月 か ら施行 され た。

今後、 同委員会加盟国 間で はオーガニ ック食品

の認 証 制度 及 び認証 基準 につ いて統 一 されて

い くもの と思われ る。

参考資料:

・ 「オーガニ ック食 品実務ハ ン ドブック」足立純男

著(株)サ イエ ンスフォー ラム
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(2)東 京 湾産魚 介類における農薬 等の汚染実態調 査

(東京 湾産魚介類の有害物質の汚染実態調査)

ア 調査 目的

昭和40年 代 後半、重金属 やPCBを は じめ とす

る有機塩素系化合物など、蓄積性が高 く難分解性

の物質 による環境汚染が大 きな社 会問題 となって

いた。 また、 これらが食品衛生上 の問題 と して も

大 き くクローズア ップされ るこ とにより、食品 に

対す る消費者 の不安が高 まってい った。 この よう

な時代背景の 中で、本調査 は東 京湾の汚染実態 を

把握 し、その原 因究明 と事故 防止 を図る目的で昭

和50年 度 か ら開始 された ものであ る。その後、検

査項 目の追加 や調査地点の拡大 などの見直 しを加

えなが ら調査 を継続 して きた。今年度は昨年度 か

ら開始 された ビブリオ類の調 査 に併せ、海水 温 や

塩 分濃度等、環境条件について も調査 を実施 した。

イ 調査 方法

(ア)調 査期間

平成12年5月 から8月 まで 各地点3回 実施

(イ)実 施方法等

<東 京湾>

調査 地点:金 沢八景、羽 田、三枚洲 、船橋 、

木更津、富津

採取 検体:ア サ リ、シオ フキ(2回 目の細菌

検査以外の三枚 洲)、 海水、底 質

<河 川>

調 査 地 点:荒 川1ポ イシ ト、 多 摩 川2

ポイント(田 園調布 ・府中)

採取検体:河 川水、底 質

(ウ)検 査機関

東京都立衛生研究所

乳 肉衛生研究科 食肉魚介化学研 究室

微量分析研究科 有害物化学研究室

細 菌第一研究科 食 中毒研究室

(エ)検 査項 目

農薬:デ イル ドリン、HCB、 クロルピリホス、

CNP、 ヘプタクロル、総-HCH、 総-DDT、

クロルデン、オキサ ジアゾン

ヒ素及 び重金属:As、Co、Cd、Zn、Cr、Cu、

Pb、 総Hg、 メ チ ル水 銀

そ の 他:PCB、TBTO

細 菌 等:(東 京 湾 検 体)腸 炎 ビ ブ リ オ、 コ レ

ラ菌 、NAGビ ブ リオ 、ビ ブ リオ ・ミ

ミカ ス、 ビ ブ リオ ・フル ビア リス

(海 水)塩 分 濃 度

(オ)検 査 方 法

a農 薬 …GC-MS法

b重 金 属Hg… 還 元 気 化 法

Cd…DDTC-MIBK抽 出 原子 吸 光法

そ の他 …ICP(高 周 波 誘導 プ ラ ズマ)法

cPCB・TBTO… ガ ス ク ロマ ト法

d細 菌 … 増 菌(ア ル カ リペ プ トン水 、 食 塩 加

ポ リ ミキ シ ン ブ イ ヨ ン)→ 分 離(TCBS

寒 天 培 地)→ 確 認(3%食 塩 加TSI寒 天

培 地 ・3%食 塩 加LIM培 地 ・無 塩 ペ プ

トン水 ・VP半 流 動 培 地)

e塩 分 濃 度 …モ ー ル法

ウ 調 査 結 果

(ア)農 薬 検 査

a貝 につ い て

ア サ リか らは 全 検 体 に つ い て 検 出 され な か

った が 、三 枚洲 の シオ フ キか らはHCB、 ク ロ ル

ピ リ ホ ス、 総DDT、 総 ク 百 ル デ ン を検 出 した 。

特 に2回 目 に採 取 し た検 体 か らの 検 出 が 目 立

っ た 。 ク ロ ル ピ リホ ス は0.004ppmと 高 め で あ

っ た が 、他 は検 出 限 界 値 で あ っ た。

b海 水 につ い て

昨 年 度 は 検 出 され な か っ たが 、今 年 度 は2・3

回 目 の 羽 田 の 検 体 か ら ク ロ ル ピ リホ ス が 検 出

され た。特 に2回 目の検 体 は0.053ppbと 、例 年

や3回 目 に比 べ 高 い値 を検 出 した。

c東 京 湾 底 質 につ い て

昨 年 度 と同様 、6地 点18検 体 につ い て調 査 を

実 施 したが 、全 検 体 に つ い て検 出 され な か った 。

d多 摩 川 につ い て

府 中 の調 査 で は 、 昨 年 に引 き続 き3検 体 す べ

て か ら検 出 され な か った 。 田園調 布 で は 昨 年 度

に1回 底 質 か ら ク ロル ピ リ ホ スが0.01ppm検 出

され たが 、 今 年 度 は 、 底 質 ・河 川 水 と も に農 薬
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は検 出 され なかった。

e荒 川 について

河 川 水 は昨年度 の調 査 で は農薬 は検 出 され

なか ったが、今年度 は総DDTが0。001～0.003ppb

検出 された。平成9・10年 度 には総DDTが 平均

で0.001ppb検 出 され ているが、今年 度は それ

に比べ高 めの値であった。

底質 については昨年度 と同様総DDTが0.001

～0 .002ppm検 出された。

(イ)ヒ 素及 び重金属

a貝 について

お お むね 昨年 度 と同 レベル の検 出値 で あ っ

たが 、全 般 にAs、Cr、Cu、Pbに つ い ては上昇

傾 向が見 られた。三枚 洲の シオフキの値 は昨年

度 までの アサ リに比べ 、CdとCuに つ いてはほ

ぼ同 レベ ルであった。 しか しCo、Cr、Pbに つ

いて は倍以上検 出 され、AsとZnに つ いては半

分以下で あった。

b東 京湾底質 につい て

昨年度 とほぼ同様 か減 少傾 向が見 られ た。Zn

につ いての減少傾 向が 目立つ結果 とな った。

c多 摩 川について

田園調 布のCrで 増 加が見 られ たが、それ以外

は前年並 みか減少傾 向が見 られた。

d荒 川について

CrとCuに ついて昨年度 に比べ やや増加傾 向

が見 られ たが、その他 は ほぼ前年並 み か減少傾

向がみ られた。

(ウ)PCB、TBTO

a貝 について

PCBは 昨 年 度 、 唯 一 羽 田 の ア サ リ か ら

0.01ppm検 出されてい たが、今年度 は貝か らは

1件 も検 出されなか った。TBTOは 全 体的 に平

衡か増加傾 向が見 られた。

b東 京 湾底 質について

PCBは 昨年に引 き続 きどの地点 か ら も検 出さ

れなか った。TBTOは 、昨年度は全 地点 か ら検

出 され なか ったが 、今年 度は富津 で0.01ppm検

出 され た。

c海 水 について

昨年度 と同様 、6地 点18検 体 について調査 を

実施 したが 、全検体 について検 出 されなか った。

d多 摩川 につい て

府中、田園調 布 とも、昨年度 と同様各3検 体

すべ てか ら検 出 されなか った。

e荒 川につ いて

TBTOに ついては昨年度 と同様底 質 ・河 川水

ともに検 出 され なかった。PCBは 底 質か ら昨年

度 と同 レベルで検 出された。

(エ)ビ ブ リオ類

腸 炎 ビブ リオは全地 点全 検 体 か ら検 出 され

たが、 コレラ菌 はどめ検体 か らも検出 され なか

った。 また、ナ グビブ リオは昨年度 と同様 、貝

や底質に比べ 海水か ら高率で検 出 された。

全検体の平均検 出率は1回 目 と3回 目に比べ

2回 目で高 い傾 向が見 られた。

塩 分 濃 度 は調 査 地 点 に よっ て 異 な っ たが

0.4%～2.6%と 、ビブ リオの至適塩分濃度で ある

3%に 比べ て低 めであ った。

エ 考察

(ア)農 薬の検査結果 について

三枚洲 で採 取 したシオ フキ と、羽田の海水か

らの クロル ピ リホスは、両方 と も2回 目の検 出

値が高か った。 この2地 点は同 じ日に調査 を行

ってお り、距離 も比較的近いた め、採取 日付近

に何 らかの汚染 か、天候等 の影響があ ったの で

はないか と推測 される。

クロルピ リホスは、殺虫剤 ・シロア リ駆 除剤

として使用 されて きたが、健康へ の影響等 が問

題 となっている。昨年11月 に 日本 しろあ り対

策協会が会員 業者 に向け、 しろあ り防除用 とし

ての ク ロル ピリホス製剤 等 の家 屋 への使 用 を

2002年3月31日 以降自粛す る よう要請 した。

しか し、今 後駆 け込み的に使 用量が増えるので

はないか との懸念 もあるため、今後 も注視 して

い く必要があ る。 また、DDTは 、1981年 には

化審法第1種 特定化学物質 に指定 され、すべ て

の用途で製造 ・販売等が禁止 されている。 しか

し荒川 につ い て は底 質 と河 川水 の両 方 か ら検

出されるな ど、依然 として汚染 が続 いている こ
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とが明 らか になった。DDTは 残留性が高 く内分

泌か く乱作用 も疑われる ことか ら、今後 の検 出

状況 に注意す る必要が ある。

(イ)ヒ 素及 び重金属につ いて

アサ リにつ いては、例 年 どお りAs、Zn、Cu

で 高 い値 が 検 出 され 、5ヶ 所 の平 均 で 、As

0.93ppm、Zn17.89ppm、Cu1.08ppmで あった。

化学技術 庁資源調査会編集 の 「五訂 日本食 品

標準 成分 表」 による と、 アサ リの可食 部100g

当た りに含 まれる値 は、Znが1.0mg(10ppm)、

Cuが0.06mg(0.6ppm)と なっている。 これだ

けで は 原 因 につ いて判 断 す る ことはで きない

が、本調査結果の値は標準 値 と比べ て高 い値 で

ある ことが分か った。

シ オ フキの デー タは今 年度 分 しか ない ため

一概 に比較 はで きないが、 アサ リに比べCrや

Pbで 検 出値 が高 く、AsやZnで 低い傾向が見

られた 。今後 もシオフキ を検 体 とす る場 合 は、

デー タの比較 もしてい く必 要がある と考 え る。

底 質 につい ては、荒川 の底質で例年重金属 の

検 出値が高 く、特にZn、Cu、Crに つ いて顕 著

である。 これ は、検体 の採 取地付近 に以前 、工

場の汚染土が積 まれていた ことがあ り、その汚

染がい まだに続いている もの と考 えられる。

(ウ)TBTOの 検査結果につ いて

TBTOは 例 年河川の検 体 か らは検出 されてい

ない。 これは検 出されるTBTOが 、大型船舶の

船底 塗 料 や魚 網 に使用 され てい た もの に由来

す るため と考 えられ る。 また、例年棲 息環境 で

ある底 質 よ りも、指標生物 であるアサ リか ら多

く検 出 されている。 これ は、環境 中に低濃度 で

広 く存 在す るTBTOが アサ リの体内 に取 り込 ま

れ、生物 濃縮 された もの と考 えられる。

TBTOは 例年東京湾の入 り口付近の富津 と金

沢八景 の アサ リで検 出値が 高 く、湾の奥 にあた

る三枚 洲や船橋では低い傾 向が見 られ る。原 因

として、湾の入 り口付近 は東 京湾 に出入 りする

船舶 が頻繁 に通過す るこ と、湾の内側 は河川水

の流 入等 によ り、汚染 され た外洋の影響 を受 に

くいためでは ないか と推測 される。

TBTOは1989年 に化審法で第一種特定化学物

質 に指 定 され国 内 での 製造 や使 用が 禁止 され

た。 しか し依然 と して汚染 の継続 が確 認 され、

今後 も注意深 く監視 してい く必 要がある。

(エ)ビ ブ リオ類の検査 結果 について

各検体 とも、腸 炎 ビブ リオに よる汚染率の高

さが明 らかになった。一般 に腸 炎 ビブ リオは水

温が17℃ 以上 になる と水 中か ら検 出 され、20℃

以上 で急激 に増殖す ると言われてい る。調査 は

5月 ～8月 で、水温 は最低で も18.5℃ と高か っ

たため、この ような結果 になった と考 え られ る。

NAGビ ブリオは2回 目と3回 目の検体 か らは

全地 点で検出 され たが 、1回 目で検 出 された検

体 は半数 と、低 い結果 であった。検 出 されなか

った地点の調査時 の水温 は185℃ ～20.5℃ であ

り、比較 的低めで あったため と考 えられ る。

細菌 については昨年度途中か らの調査で、傾

向 を見 るには まだ デー タ不足の点が多 く、今後

も調 査 を続 けな が ら傾 向 を見 て ゆ く必 要が あ

る と思われる。

オ ま とめ

近年 の重金属 ・農薬等 の調査結果 は、過去 の結

果 に比 較 して大部分が低下傾 向または平衡状態 に

あ り、各種 の規制や工場 の減少等 に よる もの と考

え られる。また、検査 している物 質はすで にわが

国での使用を禁止 されている ものが多 く、 これ ら

の汚染物質が今後新 た に環境 中に放出 される可 能

性 は低い と考 え られる。 しか し、羽田 と三枚洲 の

ク ロルピリホスの ように今年度新た な動 きが見 ら

れ た もの もあ り、今後 もモニ タリングを続 けてい

く必要がある と考 える。

力 参考資料

植村振作 ほか 「農薬 毒性 の辞典」 三省堂(1988)

化学技術庁資源調査会「五訂 日本食 品標準成分表」

(2000)

(社)日 本食品衛生協会 「食 中毒予防必携」(1998)

(社)日 本 植 物 防 疫 協 会 「農 薬 ハ ン ドブ ック」

(1998)

東京都衛生局食 品保健課 「食 中毒予 防の豆 知識」

(1992)
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(3)魚 介類における ウイルス汚染実態調査

ア 調査 目的

平成9年5月 、小 型球形 ウイルス(以 下 「SRSV」

とい う。)等 の ウイ ルスが食 中毒 の病 因物 質 とし

て指定 されたのを契 機 に、 これ まで原 因不明 の食

中毒 と して扱 われてい たい くつかの事例が、 ウイ

ルスに起因す るこ とが 明 らかになった。

これ に先立 ち、当班 では、SRSVが 検 出され る

胃腸 炎の感染源 として二枚貝が重 要視 されてい る

点 に着 目し、平成8年 度か ら市販流 通二枚貝等 に

おける ウイルス汚染実態調査 に着手 した。

そ して、これ まで に東京湾産二枚 貝、市販海産

魚介類 及び東京湾 に流入す る荒川 、多摩川等の河

川水 について調査 を行 った結果 、河 川水 と二枚 貝

との間におけるウイルス汚染につ いて、何 らかの

因果 関係 が示唆 され た。そ こで、今年 度 は河川の

棲息動物 と淡水産魚 介類 、海産軟体動 物、魚介類

加工 品 につい て調査対 象 を拡 げ、若干 の知見 を得

たので報告する。

イ 調査方法

(ア)調 査期間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)実 施方法

a河 川水

東京湾 に流入す る多摩 川5地 点 にて、4月 か

ら翌年3月 まで計36回 採水 し調査対 象品 とし

た。

b多 摩川の棲息動 物

多摩川に棲息 しているコイ(本 流 の京王線鉄

橋 下流付近で捕 獲)、 カキ(本 流の河 口羽 田で

採 取)、 ヒル(支 流の大栗川 ・乞 田川合流点 で

採 取)の3品 目35検 体 を調査対象 品 とした。

c市 販淡水産魚介類

市販 されている ドジ ヨウ、アユ等 の淡水産 の

魚介類18品 目119検 体 を魚介類 販売業者 よ り

買い上げ、調査対象 品 とした。

d市 販海産魚介類

市販 されている ホヤ、 ナマ コ等 の海産軟体動

物 を中心 とした海産魚介類9品 目31検 体 を魚

介類販売 業者 より買 い上 げ、調査対象 品 とした。

e市 販魚 介類加工品

市販 されている塩辛 、 うるか等 の魚介類 の内

臓 を原 料 と した未加 熱 と推 定 され る魚介 類加

工品51検 体 を食料品等販売業者 よ り買 い上 げ、

調査対象 品 とした。

(ウ)検 査 機関

都立 衛 生研 究所 ウ イル ス研 究 科 腸 管 ウ

イルス研 究室

(エ)検 査項 目

A型 肝炎 ウイルス、SRSV、 ロタウイル ス、ア

デノ ウイル ス、エ ゴー ウイルス、 コクサ ッキ ー

ウイルス について検査 を行 った。

(オ)検 査方 法

SRSVはPCR法 、A型 肝炎 ウイルス、アデ ノ

ウィルス、エ コー ウイルス、 コクサ ッキー ウィ

ルス及 びポ リオウィルスは細胞培養法 、 ロタウ

ィルスはELISA法 によ り検査 を行 った。

ウ 調査結果

(ア)河 川水(表4-5-6)

採水 した5地 点 の うち、本流の多摩大橋 下 に

おいて12月 ～3月 に、支流の大栗川 ・乞 田川合

流点 におい て1月 に、本 流の南 多摩処理場排水

口において11月 ～3月 にSRSVが それぞれ検 出

された。全 体の ウイルス検 出率は、27.8%で あ

った。

(イ)多 摩川 の棲息動物

コイ、 カキ、 ヒルか らは、ウイルスは検 出 さ

れなか った。

(ウ)市 販淡水産魚介類(表4-5-7)

市 販 淡水 産魚 介類 にお け るウイ ルス検 出率

は、2.5%で あった。5月 の コイ(内 臓)1検 体

と9月 の ワ カサギ1検 体 、11月 の養殖 アユ(鯛)

1検 体の計3検 体か ら、A型 肝炎 ウイルスがPCR

法 によ りそ れぞれ検 出 された。

(エ)市 販海産魚介類

市販 海産 魚介類 にお け るウイルス検 出率 は、

3.2%で あ った。4月 の ノ レソ レ1検 体か ら、A

型肝炎 ウイ ルスがPCR法 によ り検 出 され ただ

けであ った。ホヤ、ナマ コ等 の海産軟体動物 か
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らは、 ウイルス は検出 され なか った。

(オ)市 販魚介類加工 品

今回検査 した市販 の魚 介類加工品 か らは、 い

ずれの ウイルス も検 出 されなか った。

表4-5-6河 川 水 の ウ イ ルス 検 出 状 況

■ は未実施

エ 考察

これ までの調査結果か ら、河 川水や魚介類 か ら

SRSV等 の急性 胃腸炎起因 ウイルスや、肝炎 を引

き起 こすA型 肝炎 ウイルス が検 出 され、常在性 が

示唆 されている。1)2)3)4)

今 回は、今 まで に調査 され た ことのない淡水産

の市販魚介類 につ いて重点的 に ウイルス検索 を行

った結果、淡水産の魚介類 か らも ウイルスが検 出

され、ウイルス に汚染 されてい るこ とが判明 した。

さ らに、実際に多摩川に棲 息す るコイ、 カキ、 ヒ

ル を毎月採取 して ウイルスの 検索 を試 みた。

その結果、河川 水か ら11月 か ら.3月 の冬期 に集

中的 にSRSVが 検 出され たが 、多摩川の棲 息動物

か らウイルスは検 出されなか った。検出され なか

った ことにつ いては、生体にお け るウイルス蓄積

までにタイムラグがあるのか、 た またまウイル ス

との接触 がなか った等の理 由が考 え られる。

また、河川水 か ら検 出され たSRSVに ついては、

調査 を開始 した平成10年 度 以来、今 回初めて検出

され た。

昨年度 までの調 査で高頻度 に検出 されていた コ

クサ ッキーウイル スやエ コ-ウ イルスが、今 回は

検 出されず、年 々調査 を重ね るご とに ウイル スの

検 出率 が低下す る傾 向が、A型 肝 炎 ウイルス は毎

年検 出されてお り、 ウイルス によって検 出状況 が

異 なってい ることか ら、種及 び棲息地 に よ りウイ

ル スの汚染度 に差が あ ることが示唆 され る。

オ ま とめ

これ までの調査に より、魚介類の中では二枚 貝が

最 も高 いウイルス保有率 を持 ってい ることが 判明 し

た。ウイル スが起因物 質と して加 えられた1998年 の

食 中毒統計 によれば、SRSVが 食 中毒の起 因物 質 と

して 占める割 合は、腸炎 ビブ リオ、サルモネ ラに次

いで第3位 である。5)翌年の1999年 でも第5位 を占

め、食 中毒 原因の上位 を 占めてい る。6)

A型 肝炎 について も、若年層、特 に30歳 未満 の抗

体 保有率が低 いことが報告 され てお り、一度 の感染

で集団発生の可能性 もあ ることか ら、今後 も注意が

必要な ウイ ルスである。
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表4-5-7市 販 淡 水 産 魚 介 類 の 品 目別 ウ イ ルス 検 出状 況

備 考:*は 再掲。

力 参 考資料及 び文献

1)東 京都食 品環境 指導 セ ンター食品機 動 監視

第2班 平 成8年 度先行 調査報 告

2)東 京都食 品環境指導 セ ンター食 品機 動 監視

第2班 平成9年 度先 行調 査報

3)東 京都食 品環境 指導 セ ンター食品機動 監視

第2班 平 成10年 度 先行調 査報 告

4)東 京都食 品環 境指導 セ ンター食品機動 監視

第2班 平 成11年 度 先行調 査報 告

5)平 田一郎:小 型球形 ウイルス(SRSV)に よる食

中毒

6)財 団法 人厚生統 計協 会:国 民衛生 の動 向 ・厚生

の指標
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(4)化 学的合成品以外の添加 物 にお ける有害物 質等

の含有実態調査 、既存添加物等 にお ける有害物

質の含有実態調査

化学的合 成品以外の添加物 におけ る有害物質等の含

有実態調 査

ア カ ンゾウ抽 出物に残留す るメタ ノールの改善指

導結果

平成11年 度の先行調査「化学 的合成 品以外 の添加

物 にお ける有害物質等の含有実 態調査 」にお いて、

カ ンゾ ウ抽 出物6品 目か ら、 メ タノールが120～

12,000μg/g検 出され た1)。 この結果 は、カ ンゾウ

抽 出物の製造基準(メ タノール は50μg/gを 超 えて

残存 しな いよう使用 しなければ な らない)に 適合 し

ない可能性があった。 したが って、製造基準 が猶予

され る平成12年3月31日 迄 に、早急 に調査 を行 い、

メタ ノールが製造に使用 されて いる場合 は残存 メタ

ノール濃度 を基準内に改善 す る必要 があ った。

そ こで、平成11年 度に検体提 供 を受 けた製造者 に

対 して調査 を行い、改善指導 を行 った。

(ア)実 施 方法

a検 査結果の通知(平 成12年3月)

平成11年 度の検査結果 を各社 に通知 す ると

ともに、早急に改善す るよ う勧告 した。

b第1回 担 当者会議(平 成12年5月30日)

各社 か ら製造工程上 の改 善事項 が報 告 され、

各社 の改 善に係 る情報 を業 者間 で共 有 させ た。

さ らに、改善確認の ため、 カ ンゾウ抽 出物 と自

主検査結果が提出された。

c第2回 担 当者会議(平 成12年10月12日)

再度、残留メタノール基 準を越 えた2製 造者

に対 し、引 き続 き改善 を行 うよう指導 した。

d最 終報告(平 成12年11月27日)

上記製造者から、改善 終 了の最終報告 を受け

た。

e検 査機 関

都 立衛 生研 究所 生 活 科 学部 食 品 添加 物

研究科 添加物研究室

f検 査項 目

メ タ ノー ル 、 エ タ ノー ル 、酢 酸 エ チ ル 、 アセ

トン、 ヘ キサ ン 、 ジエ チ ル エ ー テ ル 、 イ ソ プ ロ

パ ノ ー ル 、 ジ ク ロ ロ エ タ ン 、 ジ ク ロ ロ メ タ ン、

ト リク ロ ロエ チ レ ン

g検 査方法

ガス クロマ トグ

ラフ法

(イ)調 査結果

aカ ンゾウ抽出物

の製造工程

図4-5-1に 代表

的 な カ ン ゾ ウ 抽

出 物 の 製 造 工 程

を示す。 カンゾウ

図4-5-1ガ ソリン柚出物の製造工程

(代表例)

抽 出物 は甘草根 または甘草エ キスか ら、晶析 、

溶媒抽 出等の工程 を経て精製 され る。なお、残

留メタ ノール基準 を超 えたカンゾウ抽 出物6品

目は、溶媒抽出等で メタノール が使用 され てい

た。

bカ ンゾウ抽 出物 中の残留 メタノール濃度(改

善前 ・後)と 、各社の改善事項

改善前 ・後 の残留 メタノール濃度 と、各社の

改善点 を表4-5-8に 示 す。

製造者 の改善点 は、以 下の3点 に分類 され た。

・使用 溶媒 をメタノールか らエタ ノールへ変更

・加水 濃縮 、加水乾燥

・濃縮 ・乾燥 時間の延長

製造 基 準 を ク リアーで きなか っ たカ ンゾ ウ

抽出物6品 目中、4品 目(抽 出物B、C、F、H)

は、メタノール濃度が50μg/g以 下に改善 され

た。しか し、2品 目(抽 出物D、E)に ついては、

表4-5-8カ ンゾウ抽出物中のメタノール検査結果(改善前・後)と改善事項
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メ タ ノー ルが そ れ ぞ れ70,270μg/g検 出 され 、

製 造 基準 に適合 しな か っ た。

特 に、抽 出 物Dに つ い て は 、使 用 溶 媒 を メ タ ノ

ー ル か らエ タ ノ ー ル に 変 更 され た に も か か わ

らず 、 メ タ ノー ル が270μg/g検 出 さ れ た 。

そ こで 、 第2回 担 当 者 会 議 にお い て 、 カ ン ゾ

ウ抽 出物D製 造 者 に対 して、(1)使 用 溶 媒 の グ レ

ー ドの確 認
、(2)自 主 検 査 法 の 見 直 し、(3)天 然 由

来 の メ タ ノー ル の確 認 等 につ いて 指 摘 した 。

c製 造基 準 に不 適 合 の カ ンゾ ウ抽 出 物(2品 目)

の 改 善結 果

、 製 造基 準 に不 適 合 の2製 造 者 が行 っ た、 改 善

措 置 及 び 自主 検 査 結 果 を表4-5-9に 示 す 。 第3

者 機 関(指 定 検 査 機 関 等)で 実施 され た検 査 結

果 よ り、 検 出 され た メ タ ノー ル は い ず れ も50

μg/g以 下 で、 製 造 基 準 に適 合 した 。 改 善 点 と

して 、使 用 溶 媒 の切 り替 え(メ タノ ー ル → エ タ

ノー ル)、 エ タノ ー ル の グ レー ドア ッ プ等 が行

わ れ た。

表4-5-9カンゾウ抽出物中のメタノール検査結果(改善後・2回目)と改善事項

*:検査機関による分析結果

dカ ンゾウ抽出物中の他 の有機溶媒検 査結果

メ タノール、エ タノール以外 の8種 の有機溶

媒 は、すべて検出限界以下であった。

(ウ)考 察

平成11年 度 の先行 調査 で、製造基準 に適合

しないカ ンゾウ抽 出物6品 目につい て改善指導

を行 い、6品 目すべ てが製造基準 に適 合す るこ

とを確認 した。各製 造者 の改 善方法 をみ る と、

まず加水濃縮 ・乾燥及 び減圧 時間の 延長等 、物

理的な溶媒除去 を十分 行い、 さらに基 準内 まで

にメ タノールを除去 で きない場合、 溶媒 をエ タ

ノールに変更す る措置 が とられた。 この こ とは、

メタノールを50μg/g以 下 まで除去 す るこ との、

技術 的な困難 さが伺 え る。食品添加 物の 「製造

基準」 はカ ンゾウ抽 出物の他 にも、各種抽 出物

や天然香料等 に設 定 されてお り、今 後、同様 な

製造基準 不適合 品が発見 される可 能性 があ る。

したが って、今 回の改善指導 を基礎資料 として、

食 品 添加 物の安 全確 認 をさ らに進 める予 定 で

ある。

既存添加物 から検出 された総臭素 につ いて

平成10～11年 度 に実施 した「化学的合成品以外の

添加物 における有害物質等 の含有実態調査」の結果、

79製 品中24製 品か ら、残留農薬由来 と疑われ る総

臭素が 、他の農薬 に比 べ て高率(検 出率:30-4%、

臭素:1～81μg/g)に 検 出 された。 しか し、既 存添

加物 は農産物 と異な り、その製造 に抽 出、濃縮 等の

工程 を経 る場合が多 いので、残留 農薬 に由来す る臭

素以外 に様 々な臭素 の検 出要因が関与 する可能性 が

ある1)。 したが って、検 出 された臭素 をすべ て残留

農薬 由来 と解釈す るには疑 問が残 る。

そ こで、既存添加物 にお ける臭 素残留 要因 をモデ

ル化 して考察 を試みた。 さらに、臭素が検 出 された

既存添 加物 を食品に使 用 した場合 の臭 素摂取量 を試

算 し、その リスクを評価 した。

ア 調査 方法

(ア)ア ンケー ト調査 による臭素混入経路の推 定

本事 業 の過去 の 知見 や文 献等 で報 告 された

臭 素の検 出要因 を基 に、平成10年 ～11年 に臭

素 が検出 された既存 添加物24製 造 者にア ンケ

ー ト調査 を行 い、各 製品の臭 素検 出経路 を推定

した(18製 造者か らアンケー ト回収)。

(イ)既 存添加物等 にお ける臭素残留 要因モデル

ア ンケー ト結 果 を基 に して、既存添加物 の臭

素残 留要因をモ デル化 して考察 した。

(ウ)臭 素 を検 出 した既存添加物の リス ク評価

平成10～11年 度の調査 で、最 も臭素 を検 出

したカ ンゾウ抽 出物(81μg/g)を 食品添加物

として食品に使 用 した場合、臭素 に よる ヒ トへ

の危害 を評価す るた め、 リス ク評価 を行 った。

評 価方法 は、厚 生労働 省調査値 「グリチル リチ

ン酸1日 摂取量」 、 「臭素1日 摂取 量」 を参考

に して、 カンゾ ウ抽出物 に由来する臭素1日 摂
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取量 を試算 し、臭素のAD1(1mg/体 重kg/day)

と比較 、評価 した。

(エ)検 査機 関

都 立衛 生研 究所 生 活科 学部 食 品 添加物

研 究科 添加物研 究室

イ 調査結 果及 び考察

(ア)ア ンケー ト調査 によ る臭素混入経路の推定

ア ンケー トの調査 内容は、下記の臭素検出要

因 について、 その有無を調べた。

a国 内外 にお け る臭 化 メチ ル くん蒸 の 有 無

(臭 化 メチル 由来臭 素の混入)

b原 材 料(農 産物)が 栽培 された土壌 にお ける

臭化 メチル くん蒸の有無

c塩 化 ナ トリウムの添加、混入の有無(塩 化ナ

トリウムの爽雑物 であ る臭素の混入)

d製 造工程 にお ける抽 出 ・濃縮工程の有無(製

造 中における臭素濃縮 の可能性)

e原 材 料が農産 物 も し くは 海産物 の どち らか

(海 水 に由来 する臭 素の混入)

そ の結果、臭化 メチル 由来 の臭 素の他 に、食

塩 や 海水 に含 まれ る天然 由来 臭 素が検 出 され

た と推定 され る製品があ った(図4-5-2)。 また、

この うち2製 品で製造 中にお ける臭素の濃縮 が、

ア ンケー トの 回答 か ら確 認された。

図4-5-2臭 素混入経路のアンケート調査結果

(イ)既 存添加物 にお ける臭素残留 モデル

以 上の結果 を総括 した、 「既存 添加物 におけ

る臭素残留要因モデル」 を図4-5-3に 示 す。

既 存 添加物 に お ける臭 素検 出要 因 は残 留農

薬以外 にも複数存在 する。 しかも、 これ らの要

因が複雑 に組み合 うことによ り、今 回、既存 添

加物 か ら高 率 に臭 素が検 出 され た もの と考 え

られ る。

(ウ)臭 素を検 出 した既存添加 物の リスク評価

平成10～11年 度 の調査 結果 か ら、最 も臭素

を検 出 したカ ンゾウ抽 出物(81μg/g)の ヒ ト

への危 害 を予 測 す るた め、 厚 労省 が調査 した

「グ リチル リチ ン酸1日 摂取 量」を基に、摂 取

され るグ リチ ル リチ ン酸 す べ て がカ ンゾ ウ抽

出物 由来 と仮定 して、 カンゾ ウ抽出物由来 の臭

素摂取 量 を試算 し、臭素1日 許 容摂取量(AD1;

1mg/体 重kg/day)と 比較 した(表4-5-10)。

その結果 、対AD1比 が0.04%で あ ることか ら、

添加物 用途にお いて、 カンゾ ウ抽出物中の臭素

濃度が100μg/g程 度であ れば、食品衛生上の

問題は小 さい と予想 された。

図準5-3既 存添加物における臭素の残留要因モデル

表4-5-10カ ンゾウ抽出物由来の臭素1日 摂取量と

ADIと の関係

ウ ま とめ

平成11年 度 の調査か ら、製造基 準不適合 のカ ン

ゾウ抽 出物6品 目の製造者 に改善指 導を行 い、す

べ ての製 品で基 準が ク リアー されたこ とを確 認 し
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た。また、平成10～11年 度の調査 で、既存 添加物

か ら総臭素 が高率 に検出 されたこ とをうけ、ア ン

ケー ト調査等か ら臭 素検出要因をモデル化 して考

察 した。 その結果、 残留農薬 に由来 す る臭素以外

にも、複数の臭素検 出要因が存在 し、 これ らが複

雑 に組み合 うことに よ り、臭素 が高 率 に検 出され

るこ とが考 えられ た。

エ 参 考文献

食 品衛生関係事業 報告書 平 成12年 度 版

既存添加物 等 におけ る有害物質の含 有実 態調査

ア 調査 目的

既存添加物は、平 成7年 の食 品衛 生法 の改 正に

ともな い、化学的合成 品 と同様 に指 定制度の適 用

を受 け、現在 もその規 格基準の設定 、安全性 の評

価 が行わ れている ところであ る。

当セ ンターでは平成8年 ～11年 に、既 存添加物

に含 有 され る有害物 質の調査 を行い 、その安全性

の評価 を行 ってい る。 その結果、重金 属、有機溶

媒、残 留農薬等が検出 され、その実態 が明 らか と

な って きた。

一方、 市場 には、 天然物が有 する様 々な生理 活

性(免 疫 賦活作用、痩 身効果等)を 期待 して、種々

の健康食 品が販売 されている。健康 食 品には、天

然物 か ら抽出 ・加工 された素材 を配 合 しているも

のが多 く、一部の素材 は既存添加物 に相 当するも

のが使 用 されてい ると推察 され る。 この場合、健

康食 品素材 も既存 添加物 と同様 に、上 記の有害物

質を含有 してい る可能性 があ る。 さらに、その 有

害物 質の摂取 量は、添加物用途(食 品中数%)で

使用 され た場合 に比べて顕著 に多 く、安全性 を確

認 する必要 があ る。

そ こで、本年度 は健康食品素 材 と併 用され る既

存添加物や、既存添加物 にも分 類で きる健康 食 品

素材 について汚染実態調査 を行 い、その安全 性の

評価 を行 った。 さらに、上記素 材を含 有する健康

食品への汚染状況 を把握 す るため、市販 の健 康食

品について も同様 の調査 を合 わせ て行 った。

イ 調査 方法

(ア)調 査期 間

平成12年4月 か ら平成13年3月 まで

(イ)実 施方 法

製造 者 か らの任 意提 供 及 び健 康食 品 販 売店

での買 い上 げに よ り検 体採取 。

(ウ)検 査機 関

都立 衛 生研 究所 生 活科 学 部 食 品添 加 物

研究科 添加物研 究室

(エ)調 査品 目

ヒメマ ツタケ抽出物(4品 目、以下品 目省 略。)、

レイシ抽 出物(2)、 プ ロポ リス抽 出物(4)、

d-a-ト コ フェロー ル(4)、 キダチアロエ抽 出物

(2)、 サイ リウムシー ドガ ム(1)、 キ トサ ン

(3)、 骨(未)焼 成 カル シウム(4)、 ウコ ン

抽 出物(2)、 ザ クロエキス(2)、 アガ リクス

含有食 品(5)、 プロポ リス食 品(3)、 キ ダチ

アロエ加工食 品(2)、 ザ クロ含有食品(3)

(オ)調 査項 目及 び検査法(表4-5-11)

表4-5-11調 査項 目及び検査法
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ウ 調 査 結 果 及 び 考察

本調 査 品 目 は、既 存 添 加 物 と健 康 食 品 素 材 の2

面 性 を持 つ 。 そ こで、検 査 結 果 の評 価 は、 食 品衛

生 法 に基 づ く成 分規 格 、 通 知 等 に拠 っ た。 ま た 、

既 存添 加 物 に は食衛 法 に基 づ く成分 規 格 以 外 に 、

日本 食 品 添 加 物 協 会 に よる 自主 規 格1)、 国 際 的 に

はJECFA(FAO/WHO合 同 食 品添 加 物 専 門家 会議)

2)や
、 米 国 のFCC(FOOD CHEMICALS CODEX)3

、5)に よ り品 質規 格 が設 定 され て い る
。今 回 の調 査

で は これ らの 規 格 も参考 に し た。

(ア)重 金 属

,2品 目 か らPbが0.5～1.8μg/g、5品 目 か ら

Cdが03～0,4μg/g、3品 目 か らCrが3～9μg/g、

3品 目か らHgが いず れ も0.02μg/g、8品 目か

らAsが0.2～1.9μg/g検 出 され た。 食 品 衛 生 法

にお け る食 品 中 の重 金 属 の 規 制 は、 農 産 物11

品 目(リ ン ゴ等)の 残 留 農 薬 基 準 にお け るPb

(1～5μg/g)とAs(1～3.5μg/g)、 精 白 米 中

のCd(0.9μg/g)、 魚 介 類 中 のHg(0.4μg/g)

な ど の 規 制 値 が あ る。 今 回 の 調査 で 、上 記 の 上

限 値 を超 え る もの は な く、 直 ち に衛 生 上 の 問 題

が 生 ず る こ とは ない と考 え られ る。 な お 、 食 品

添 加 物 と して の規格 が あ る 調 査 品 目につ い て は、

国内 外 の成 分 規格 、 自主 規 格 に適 合 した 。

(イ)有 機 溶 媒

8品 目か らメ タノ ー ル が15～740μg/g、6品

目 か らア セ トンが15～69μg/g、6品 目か ら酢 酸

エチ ル が39～220μg/g検 出 され た。顕著 に メ タ

ノ ー ル を検 出 した例 と して 、 キ ダチ ア ロエ 抽 出

物1品 目か らメ タ ノー ル740μg/g検 出 され た。

食 衛 法 に お け る食 品 中 の メ タ ノ ー ル規 制 値 と し

て 、 酒 精 飲 料 中の メ タ ノ ー ル 濃度0.1%(1,000

μg/g)が 提 示 され て い る が 、 今 回 の 調 査 で は

1,000μg/gを 越 え るメ タ ノ ー ル を検 出 した検 体

は無 く、 直 ち に衛 生 上 の 問 題 が生 ず る こ と は な

い と考 え られ る。 しか し、 食 品添 加 物 の 観 点 で

み る と、 一 部 の既 存添 加 物 に は 、製 造 時 に メ タ

ノ ー ル を使 用 した場 合 、メ タ ノ ール残 存 濃 度50

μg/gを 越 え な い とす る 製 造 基 準 が あ る 。 よ っ

て 、 残 留 メ タ ノー ル につ い て は今 後 も調 査 を継

続 し、 残留 メ タ ノ マ ル の 実態 把 握 を行 う必 要 が

あ る 。 ア セ トン、 酢 酸 エ チ ル は いず れ もエ タノ

ー ル で調 製 、製 剤 化 され た検 体 か ら検 出 され た

こ とか ら、 エ タ ノ ー ル 中 の夾 雑 物 で あ る 可能 性

が考 え られ た。

(ウ)残 留 農薬

25品 目か ら総 臭 素 が1～676μg/g検 出 され た 。

他 の9種 類 につ い て は 、分析 不 能 な もの を除 き、

全 て 検 出 限界 以 下 だ った 。今 回 の調 査 で 、顕 著

に 臭 素 を検 出 した 例 と して 、 レイ シ抽 出 物1品

目か ら総臭 素676μg/g、 キ ダチ ア ロ エ抽 出物2

品 目か ら53～131μg/g、 サ イ リウ ム シー ドガ ム

1品 目か ら59μg/g検 出 され た 。 これ らの臭 素

の 混 入経 路 と して 、 臭 化 メ チ ル等 の 残 留 農薬 の

他 に、 天然 由来 臭 素 の 混 入 、塩 化 ナ トリ ウム の

不 純 物 と して の臭 素 の 混 入 、 また 製 造 中 にお け

る 臭 素 の 濃縮 な どが 考 え られ た 。 既 存 添 加物 や

加 工 食 品 にお い て 、 臭 素 の残 留 基 準 は設 定 され

て お らず 、 そ の 実 態 も不 明 な点 が 多 い 。 今 後 も

食 品 ・食 品 添加 物 中 の 臭 素 に つ い て 注 意 が必 要

で あ る。

エ ま とめ

健 康 食 品素 材 と併 用 され る既 存 添 加 物 等 につ い

て 、 重 金 属 、 有機 溶 媒 、残 留 農薬 の 汚 染 調 査 を行

っ た。 そ の結 果 、 重 金 属 、 有 機 溶 媒 で は一 部 の 製

品 か らPb、Cd、Cr、Hg、As、 メ タ ノ ー ル 、 アセ

ト ン、酢 酸 エ チ ル が 検 出 され た が 、 問 題 の あ る検

出 量 で は なか った 。 ま た、25品 目か ら総 臭 素 が 検

出 さ れ 、臭 素 の 混 入 経 路 と して 残 留 農 薬 で あ る臭

化 メ チ ル の他 に 、 天 然 由来 臭 素等 が考 え られ た。

オ 参 考 文 献

1)第 二版 化 学 的 合 成 品 以外 の 食 品 添 加 物 自

主 規 格 日本 添 加 物 協 会

2)4th Edition FOOD CHEM1CAL CODEX

p391-392, 418(1996)

3)FAO FOOD AND NUTRITION PAPER 52/1,

467-469

4)FAO FOOD AND NUTRITION PAPER 52

Add. 6, 43-44

5)FAO FOOD AND NUTRITION PAPER 52/2,

1509-1514, 1571-1574
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(5)合 成樹脂製器具類等 の 内分泌か く乱 化学物質含

有実 態調査、ポ リ塩 化 ビニル製 お もち ゃ等に含

まれ る内分泌か く乱 化学物 質に関 す る実態調査

結果 、合成樹 脂製器 具類等の材 質 中の ノニル フ

ェノール含有実態調 査

合成樹脂製 器具類 等の内分 泌か く乱化 学物 質含有実

態調査

ア 調査 目的

内分 泌か く乱作 用が疑 われている化学物 質の現

状 を把握 す るために、平成9年 度 か ら 「食 品用合

成樹脂製 器具類」 か ら溶 出する可能性 の ある物質

を対象 として、器 具類の材 質中含有 量及 び溶出量

の実 態調 査 を行 ってい るところであ り、平成10

年度 までの2年 間 にわた り、ポ リカーボネー ト製

品の原材料 である ビス フェノールAに ついて、材

質中の含 有量及 び溶出 の実態を明 らか に した。

平成11年 度は、ポ リスチ レン製 品 中に未重合物

質又 は製 造 時の 副反 応物 質 と して残 存 す るス チ

レンダ イマ ー及 びス チ レ ン トリマ ー 及 びポ リ塩

化 ビニル製の ラップフ ィルム ・お もち ゃ等に含 ま

れ るフタル酸エステル類 等の可そ剤及 び合成樹脂

関連物 質 について、4種 類 の実態調 査 を行なった。

平成12年 度は、ポ リ塩化 ビニル製 ラ ップ フィノレ

ム ・お もちゃ等に含 まれ る可そ剤 等の含 有量 と溶

出実態 調査を行った。 また、合成樹脂 に使用 され

ることのあ る酸化 防止剤 トリスノニル フェノール

フォス フ ァイ トの分 解産物 と考えられ るノニル フ

ェノー ルにつ いて、 合成樹脂製器具 等の材質 中に

おけ る含 有量の実態調査 を行った。

イ ポ リ塩化 ビニル製 ラ ップフィルム に含 まれ る内

分泌か く乱化 学物 質に 関す る実態調査

(ア)調 査 方法

a実 施期間 平成11年4月 か ら平成13年2月

まで

b実 施 内容

(a)市 販 ラ ップフ ィルム18品 目について、(1)

材 質鑑別、(2)材質中における可そ剤 等の含有

量調査(以 下 「材質試験」 という。)を 行 っ

た。

(b)ノ ニル フェノール を含有 す るポ リ塩化 ビニ

ル製 ラ ップフィルム9品 目につい て食 品擬似

溶媒への ノニル フェノール 溶出量調査 を行 っ

た。

(c)ノ ニル フェノールを含有 するポ リ塩化 ビニ

ル製 ラ ップフィルム2品 目について調理及び

保存 に よる食品へ のノニル フェノール溶 出量

調査 を行 った。

(d)平 成12年2月 、主要 メー カーが製 造方法 を

改善 したこ とを踏 まえ、 市販ラ ップフ ィルム

20品 目について、材 質鑑 別、ノニルフ ェノー

ル及びオ クチルフェノー ルの含有量の追跡調

査 を行 った。

c検 査機 関

都立衛生研 究所 生活科 学部 食 品添加 物研

究科 容器包 装研 究室

d検 査方 法

(a)材 質鑑 別

赤外線吸収 スペ ク トル 法による検体 の材質

鑑別 を行 った。

(b)材 質試験(表4-5-12)

試験 品の材 質中に存在 す る内分泌 か く乱作

用 が疑 われ ているフタル酸 エステル類 を中心

とす る可そ剤9種 類、同 じ くその他の合成樹

脂 関連物 質3種 類 の 量 を測定 した(定 量 限

界:可 そ剤50ppm以 下、その他の合成樹脂 関

連物 質2ppm以 下)。

表4-5-12材 質試 験で測 定 した可そ剤 等
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(c)食 品擬似 溶媒 を用いた溶 出試験

溶 媒 と して水、4%酢 酸、20%エ タノール、

n-ヘ プタ ンを用 いて、溶出す る可そ剤等の量

を、測定 した(定 量限界:10ppb)。

(d)調 理及 び保存 による食 品へ の溶出試験

ラ ップ フィル ムのノニル フ ェノール含有量

が1550ppm及 び610ppmの もの を使用 した

(定 量限界:米 飯:05μg/100cm2、 メンチ カ

ツ ーグ レー プフルー ツ:35μg/100cm2)。

(1)調 理 に よる食 品への溶 出試験

米飯及 びメ ンチカツに ラ ップ フィルムをか

ぶせ、電子 レンジで30秒 、1分 間、2分 間加

熱調理 し、食 品へのノニル フ ェノール溶出量

を測定 した。

(2)保 存に よる食 品への溶出試 験

米飯、 メンチ カツ及び グ レー プフルー ツに

ラップフィル ムをかぶせ、 常温及 び冷蔵庫で

6時 間、24時 間保存 し、食 品への ノニル フェ

ノール溶出量 を測定 した。

(イ)調 査結果

a材 質鑑別(表4-5-13)

ラ ップ フィル ム18検 体の うち材 質の内訳は、

ポ リ塩化 ビニル製が10検 体、ポ リ塩化 ビニ リデ

ン製 が2検 体 、ポ リエチ レン製 が3検 体、その

他 が3検 体 であ った。

表4-5-13ラ ップフィルムの 材 質 による分類

b材 質 試験(表4-5-14)

表1に 示 した 可 そ剤 並 び そ の 他 の 物 質 の うち

ビス フ ェ ノー ルA及 びにオ ク チ ル フ ェノー ル は 、

す べ て の検 体 にお い て検 出 さ れ な か っ た。 ノニ

ル フ ェ ノー ル は、ポ リ塩 化 ビニ ル 製10検 体 中9

検 体 か ら(330～1550ppm、 平 均729ppm)検 出

され た 。

c食 品 擬 似 溶 媒 を用 い た ノ ニ ル フ ェ ノー ル の 溶

出 試験(表4-5-14)

ノ ニ ル フェ ノ-ル を含 有 す るポ リ塩 化 ビニ ル

製 ラ ッ プ フ ィル ム9検 体 を 用 いて 溶 出 試 験 を行

った 。 水 、4%酢 酸 、20%エ タ ノー ル 、n-ヘ プ タ

ンの4溶 媒 の うち 、n-ヘ プ タ ン及 び20%エ タ ノ

ー ル に は9検 体 す べ て か らノ ニル フ ェ ノ ー ル が

溶 出 した 。 また、 各 溶 媒 へ の 溶 出 は 、水 、4%酢

酸 お よ び20%エ タ ノ ー ル と比 較 す る と、n-ヘ プ

タ ン に 多 く溶 出 し、 極 性 の 弱 い 溶 媒 ほ ど溶 出量

が 多 くな る傾 向 が 見 られ た 。

表4-5-14ノニルフェノールを含有するポリ塩化ビニル製ラップフィルムからの溶出実態調査結果

溶出条件:水60℃及び95℃30分保持、496酢酸及び20%エタノール60℃30分保持、

n-ヘプタン25℃1時間保持

d調 理 及 び保 存 に よ る ノ ニル フ ェ ノー ル の 食 品

へ の 溶 出 試 験

(a)電 子 レ ンジ を用 い た調 理 に よ る 溶 出

(表4-5-15)

調 理 時 間 が 長 い ほ ど、 溶 出量 が 多 くな る傾

向 が 認 め られ た 。 米 飯 と メ ンチ カ ツ を 比 較 し

た場 合 、 メ ンチ カ ツ へ の 溶 出量 が 多 か っ た。

表4-5-15電子レンジを用いた調理による食品への溶出結果(n=5)

溶出量の単 位:μg/100cm2

定量限界:米 飯0.5μg/100cm2

ル チカツ及びグレーカ ルーツ3.5μg/100cm2
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(b)保 存 による ノニ ルフェノールの食 品へ の溶

出(表4-5-16)

(1)米 飯 とメンチ カツにおいては、保存時 間が

長 いほど溶出量が多 く、常 温保存 と冷蔵 保存

を比較 した場合、いずれ におい て も常温 保存

した場合の溶出量が多かった。

(2)米 飯 とメンチ カツを比較 した場 合、ほぼす

べ ての条件 にお いてメンチ カツにおける溶出

量 が多 かった。

(3)グ レープフルーツにおけ る溶 出試験 では、

時間及 び温度の いず れの保存条件 において も

溶 出量 に差は認め られなかった。

表4-5-16保 存による食品への溶出結果(n=5)

溶出量の単位:μg/100cm2

定量限界:米飯0.5μg/100cm2

メンテガン及びグレープフルーツ3.5μg/100cm2

e追 跡 調 査

(a)材 質 試 験(表4-5-17)

市 販 ラ ッ プ フ ィ ル ム20検 体 に つ い て 材 質

鑑 別 を 行 っ た 結 果 、ポ リ 塩 化 ビ ニ ル18検 体 及

び ポ リ 塩 化 ビ ニ リ デ ン2検 体 で あ っ た 。

表4-5-17材 質 鑑 別 の 結 果

(b)材 質 試 験(表4-5-18)

ポ リ塩 化 ビニ ル製 ラ ップ フ ィル ム18検 体

中4検 体 か らノニ ル フ ェ ノ ー ル を検 出 した 。4

検 体 中3検 体 は、製 造 方 法 を改 善 した平 成12

年2月 以 前 の製 品 で あ っ たが 、 平 成12年8

月 に製 造 され た ラ ップ フ ィ ル ム1検 体 か ら ノ

ニ ル フ ェ ノ ー ル を120ppm検 出 した 。 ポ リ塩

化 ビ ニ リデ ン2検 体 か ら は ノニ ル フ ェ ノー ル

は検 出 しなか っ た。 ま た、 オ クチ ル フェ ノー

ル は、 す べ ての ラ ップ フ ィ ルム か ら検 出 され

なか っ た。

表4-5-18ノ ニルフェノールを検出 したラップフィルム

(ウ)ま とめ

内分泌 か く乱作用が疑 われる化学物質の一つ

で あるノニル フェノールが ポ リ塩化 ビニ ル製 ラ

ップ フィルム中か ら検 出 し、食 品擬似溶媒 や調

理 ・保存 した食 品に溶出す ることが判 明 した。

この検査結果 について、逐次 「東京都内分泌 か

く乱化学物 質専 門家会議」 に報告 してお り、平

成12年6月27日 に開催 された専 門家会議 にお

いて、 「東京都 は、今後 、ポ リ塩化 ビニ ル製 の

ラ ップフ ィルム中のノニルフェノールが低減 さ

れ て い る こと を確 認 してい くこ とが必 要 で あ

る。」 との コメン トを得 ている。 この コメン ト

を踏 まえ、追跡調査 を実施 した ところ、現在流

通 しているポ リ塩化 ビニル製 ラ ップフィルムは

平成11年 度 の もの と比較 してノニルフェノー

ルの検 出率及び検 出量 ともに低減 されてい るこ

とを確認 した。また、本年5月 東京都衛生局 は、

日本 ビニル工業 会ス トレッチフ ィルム部会 に対

して 「ノニル フェ ノール を含 有 しない製 品を出

荷 する よう、今後 の製造管理 の徹底等 を さらに

確実 にす る こと。」 を要望 した。
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ポ リ塩化 ビニル製お もちゃに含 まれる内分泌 か

く乱化学物質 に関する実態調査

ア 調査 方法

市販の乳幼児用生活用品(お しゃぶ り、歯が た

め)及 び軟質お もちゃ計35品 目(表4-5-19)に つ

い て、(1)材 質鑑別 、(2)フタル酸エステル類 を中心

とす る可 そ剤等 の材質中含有 量、(3)可そ剤等 が検

出 され た検体 の うち2検 体 において、人工 だ液及

び消毒剤(次 亜塩素酸Na)等 を用いて繰 り返 し試

験 を行 った際 の可そ剤等の溶 出量の変化 を調査 し

た。 なお、本体 と座板の ようにい くつかのパー ツ

に分解 で きる検体 については、パ ーツ毎 に検査 を

行 った。

表4-5-19調 査 した乳幼児用生活用品及び乳児用おもちゃ

※商品がい くつかのパーツによって構 成され てい る

場合があ るため、各商品のパ ーツ数の合計 を検体数

と した。

(ア)調 査 期間

平成11年7月 か ら平成12年8月 まで

(イ)検 査方法

a材 質鑑別

赤外線吸収 スペ ク トル法 に よ り検体 の材 質鑑

別 を行 った。

b材 質試験

試験 品中に存在する フタル酸エステル類 を中

心 とす る可 そ剤等の量 を測 定 した(定 量 限界 、

可 そ剤0.005%(50ppm)以 下 、その他の合成樹

脂 関係物 質10ppm以 下)。

測定 した可そ剤等は、内分泌 か く乱作用が疑

われている可そ剤9種 類(以 下 「可そ剤」 とい

う。)及 び内分泌 か く乱作用が疑われてい るそ

の他 の合成樹脂 関係 物質2種 類(以 下 「その他

物 質」 とい う。)で ある(表4-5-20)。

表4-5-20材 質試験で測定 した可そ剤等

c人 工 だ液及 び消毒剤 を用いた溶出試験

材質試験 において可 そ剤等 の含有が認 め られ

たお もちゃの うち、検 出物 質の種類及 び含有量

が多 かった2品 目について以下の とお り測定 し

た(定 量限界、0.5ppb)。 各溶出試験 で測定 に

用 いたお もち ゃ片 は、ひ とつのお もちゃか ら切

り取 っ た。

(a)人 工 だ液 の み に よる溶 出 試験(以 下 「溶 出

実験1」 とい う。)

以 下 の操 作 を20回 繰 り返 し、1、2、3、4、

5、7、10、15、20回 目 の 人工 だ液(組 成 は 下

図 の とお り。)中 へ の 「可 そ剤 」 及 び 「そ の

他 物 質」 の 溶 出量 を測 定 した。

(b)人 工 だ 液 と消 毒 剤(次 亜 塩 素 酸Na)に よ

る溶 出 試験(以 下 「溶 出 実 験2」 とい う。)

以 下 の 操 作 を20回 繰 り返 し、1、2、3、4、
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5、7、10、15、20回 目 の 人 工 だ 液 中 へ の 「可

そ剤 」 及 び 「そ の他 物 質」 の溶 出 量 を測 定 し

た 。

(c)人 工 だ液 と95℃ の 水 に よる 溶 出 試 験(以

下 「溶 出実 験3」 とい う。)

以 下 の 操 作 を20回 繰 り返 し、1、2、3、4、

5、7、10、15、20回 目 の 人工 だ 液 及 び95℃

水 中 へ の 「可 そ 剤 」 及 び 「そ の 他 物 質 」 の 溶

出 量 を測 定 した 。

d検 査 機 関

微 量 分析 研 究 科 有 害物 化 学研 究 室

イ 検 査 結 果

(ア)材 質 鑑 別(表4-5-21)

a「 お しゃぶ り」(全5検 体)及 び 「歯 が た め」

(全13検 体)に は、ポ リ塩 化 ビニ ル は使 用 され

て い なか った。

b「 お も ち ゃ製 品」32検 体 中22検 体(68.8%)、

品 目で 見 る と23品 目 中20品 目(87.0%)が ポ

リ塩 化 ビニ ル 製 品 で あ っ た 。

表4-5-21乳 幼児用生活用品及び乳児用おもちゃの材質による分類

(イ)材 質試 験(図4-5-4、 表4-5-22)

a「 お し ゃぶ り」 か らは 、 「可 そ剤 」 は検 出 さ

れ な か っ た が 、 「そ の他 物 質」のBPAが1検 体 の

PC製 シ ー ル ド部 分 か ら0.57%(5,700ppm)検 出 さ

れ た。

b「 歯 が た め」 か らは 、 「可 そ剤 」 及 び 「そ の

他 物 質」 は検 出 され なか った 。

c「 お も ち ゃ製 品」 か らは、PVC製 品 か らの み

「可 そ剤 」 の3種 類(DBP、DEHP、DEHA)及

び 「そ の 他 物 質 」 の2種 類(BPA及 び ノニ ル フ

ェ ノ ー ル)が 検 出 され た。

図中5-4PVC製 おもちゃ製品の可塑剤等の平均含有量(%)n=22

表4-5-22材 質別の可塑剤等の検出状況

*PVCは 全て 「おもちゃ製品」である。

(ウ)人 工 だ液 、消毒剤 または熱 湯 を用 いた溶 出試

験

材質試験 において可そ剤等 の含有 が認 め られ

た検体の うち、検出物質の種類 及び含有量 が多

か った、 「音の出 るお もち ゃ(以 下 「お もち ゃ

1」 とい う。)」 と 「人形(以 下 「お もちゃ2」

とい う。)」 の2品 目(各 々1パ ーツで構 成)

につ いて、溶 出実験1、 溶 出実験2及 び溶出実

験3を 実施 した。

なお、お もち ゃ1及 び2の 材 質 中の可 そ剤 等の

含有 量 は、表4-5-23の とお りで ある。
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表4-5-23溶 出実験で用いたおもちゃの材質中の可塑剤等の含有量(%)

aDBPの 溶出の経時 変化(図4-5-5)

「お もち ゃ2」 におい てのみ、溶出 実験1、

溶出実験2、 溶 出実験3の 「人工だ液」及び「95℃

水」い ずれにおいても7ppb以 下の レベ ルの溶

出が継続 して認 め られた 。溶出実験3に お ける

溶 出量 は、 「人工だ液」 よ りも 「95℃水 」の方

が多 い傾 向が認め られた。

図4-5-5お もちや2に おけるDBPの 溶出試験結果(ppb)繰 返し回数

bDEHPの 溶 出の経 時変化(図4-5-6、4-5-7)

(a)「 お もちゃ1」 及び 「お もちゃ2」 ともに、

溶出実験1、 溶 出実験2の いずれにおい て も、

繰返 し回数 、1回 目、2回 目とい う比較 的早

い段階 での溶出量 が多 く、その後減少す る傾

向が認 め られ た。溶 出量は、溶 出実験2の ほ

うが高 い レベ ルであった。

(b)「 お もちゃ1」 及び 「お もちゃ2」 ともに、

溶 出実験3で は、 「人工 だ液」及び 「95℃水」

いずれ にもDEHPの 溶出が継続 して認め られ、

「95℃水」 よ りも 「人工だ液」に多 く溶 出す

る傾向 が認 め られ た。 「お もちゃ1」 と 「お

もち ゃ2」 の溶出結 果 を比較 す ると、材 質中

のDEHP含 有量が多 い 「お もちゃ1」 の方 が

溶 出 量 が 多 い 傾 向 が 認 め られ た 。 ま た 、

DEHPは 他 の物 質 と比べ 材 質中の含 有 量 が

多 く、溶出量 も多 くなっていた。

図4-5-6お もちゃ1におけるDEHPの 溶出試験結果(ppb)繰 返し回数

図4-5-7お もちゃ2におけるDEHPの 溶出試験結 果(ppb)繰 返し回数

cノ ニ ル フ ェ ノ ー ル の 溶 出 の 経 時 変 化(図

4-5-8、4-5-9)

(a)「 お もち ゃ1」 及 び 「お も ち ゃ2」 と も に 、

溶 出 実 験1、 溶 出 実 験2及 び 溶 出 実験3の 「人

工 だ 液 」及 び 「95℃ 水 」 い ずれ に お い て も 全

て の 回 に お い て 、溶 出 が 継 続 して 認 め られ た 。

「お も ち ゃ2」 は 「お もち や1」 の 約10倍

量 の ノ ニ ル フ ェ ノ ー ル を含 有 して い た が 、溶

出 量 に差 は認 め られ な か っ た 。

図4-5-8お もちゃ1に おけるノニルフェノールの溶出試験結果(ppb)繰 返し回数
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図4-5-9お もちゃ2に おけるノニルフェノールの溶出試験結果(ppb)繰 返し回数

dBPAの 溶 出の 経 時 変 化(図4-5-10、4-5-11

図4-5-10お もちゃ1に おける6PAの 溶出試験結 果(ppb)繰 返し回数

図4-5-11お もちゃ2に おけるBPAの 溶出試験結果(ppb)繰 返し回数

(a)「 お もちゃ1」 及 び 「お もち ゃ2」 ともに、

溶 出実験1に お いては、BPAの 溶 出 を認 めず、

「溶 出実験2で は、繰 り返 し回数、1回 目とい

う比較 的早い段階 にBPAの 溶出量の 高 い ピー

クが認 め られその後 減 少傾向が見 られ た。

(b)「 お もちゃ1」 及び 「お もちゃ2」 ともに、

溶出実験3に おいて は、 「人工だ液 」への溶出

を認め なか ったが、 「95℃水」へ は、繰 り返 し

回数 、1回 目という比 較的早 い段階 にBPAの 高

い溶出 ピー クが認 め られ、その後 減 少傾 向が見

られた。 「お もちゃ2」 は 「お もち ゃ1」 の約4

倍 量のBPAを 含有 してい たが、溶 出量に差 は

認め られな かった。

ウ まとめ

(ア)調 査 を行 った乳幼 児用生活用品 にはPVCは

使 用されてお らず、代替素材 の導入が進 んで い

ると考 えられ た。一方、幼児 用軟質おもち ゃに

おいては、約9割 の品 目にPVCが 使 用 され て

いた。

(イ)材 質試験の結果、可そ剤 は、

a乳 幼児 用生活用品か らは検 出 されなか った。

bお もちゃ においては約9割 の商品か ら検 出 さ

れ、 これ らは全てPVC製 品で あった。

(ウ)材 質試験 の結果、その他 の物 質では、

aお しゃぶ り1検 体のPC製 シール ド部分(乳

首 と取 っ手 を分 ける部分)か らBPAが5700ppm

検 出 され た。

bPVC製 お もちゃにおいて、BPAが7検 体 か ら、

ノニル フェノールが9検 体 か ら検出 され た。

(エ)溶 出実験1及 び溶出実験2の 結果 を比較 した

場 合、DBP及 びノニル フェノールで は明確 な差

異は認め られ なかったが、DEHP及 びBPAに お

いては、

a溶 出実験1と 溶出実験2を 比較 する と、 溶 出

実験2の 溶 出量 が多 くなってい た。

b溶 出実 験1及 び溶 出実験2い ずれにお いて も、

溶 出量 の ピー クが早い段 階で認 められ、 その後

は漸減 す る傾 向が推察 され た。

(オ)溶 出実験3で は、

aDEHPは 「人工だ液 」にお ける溶出量が 多 く

な っていた。 これは、 「95℃水」に10分 間浸

漬 した場合 は、振 とうを行 わなかったため 「人

工だ液」 に浸漬 した場合 と比較 して溶出量 が減

少 したと考 え られ る。

bノ ニル フ ェノール及 びBPAは 「95℃水 」にお

け る溶出量 が多 くなってい た。

DBP及 びDEHPに おい ては、材 質中の可 そ

剤 等の 含 有 量 が多い ほ ど人工 だ液 への 溶 出量

が多 くな った。
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合成樹 脂製器具類等の材質中の ノニ ルフェノー ル含

有実態調査

ア 調査方法

(ア)調 査 期間

平成12年4月 ～平成13年2月

(イ)実 施方法

市販の合成樹脂製器具類の 中から原料樹 脂の

異な る商品 を選定 し、合計154品 目(買 上 品82

品目及び収去品72品 目)に つ いて調査をお こな

った(表4-5-24)。

表4-5-24調 査品目

※1:ポリスチレンを主成分とする合成樹脂

※2ホルムアルデヒドを製造原料とする合成樹脂

(ウ)検 査機関

食 品添加物研究科 容 器包装研究室

(エ)検 査項 目

材 質鑑別 、一般規格、個別規 格及び材質試験

(そ の他)

(オ)検 査 方法

市販の合成樹脂製器具類等82検 体及び収 去

品72検 体 について、(1)材質鑑別(2)ノニル フェノ

ールの材質 中の含有量を測 定 した。

イ 調査結果

(ア)調 査 品目の表 示上の材 質名

表 示 上 の合 成 樹 脂 材 質 名 を 調査 した と こ ろ次 の と

お りで あ る(表4-5-24)。

ポ リプ ロ ピ レンの 表 示 が 一 番 多 く46検 体 で あ

っ た 。以 下 、ポ リス チ レ ン が25検 体 、ポ リカー ボ

ネー トが10検 体 、ア ク リロ ニ トリル ・ス チ レン樹

脂 及 び ポ リメ タ ク リル 酸 メ チ ル が そ れ ぞ れ8検 体 、

ナ イ ロ ンが7検 体 、 ポ リエ チ レ ンが5検 体 、 ア ク

リロ ニ ト リル-ブ タ ジ エ ンス チ レ ン樹 脂 及 び メ ラ

ミン樹 脂 が そ れぞ れ4検 体 、 フ ェ ノ ー ル 樹 脂 が3

検 体 、 ポ リエ チ レン テ レ フ タ レー ト及 び ポ リメ チ

ルペ ンテ ンが それ ぞれ2検 体 、 ポ リサ ル ホ ン及 び

ポ リエ ー テ ル サル ホ ンは1検 体 、 計126検 体 で あ

っ た 。

原 材 料 の 表 示 が な い も の 及 び 不 明 な も の は28

検 体 あ っ た。

(イ)材 質 鑑 別

材 質 鑑 別 検査 の 結 果 は 次 の とお りで あ る(表

4-5-25)。

一 番 多 か った の が ポ リプ ロ ピ レン で59検 体、

つ い で ポ リス チ レ ンが26検 体 、ア ク リロニ トリ

ル ・ス チ レン樹 脂 及 び ポ リエ チ レ ンが それ ぞ れ

12検 体 、ポ リカ ー ボ ネー ト及 び ポ リメ タ ク リル

酸 メ チル が それ ぞ れ9検 体 、ナ イ ロ ンは6検 体 、

ア ク リロニ ト リル ・ブ タ ジ エ ン ス チ レ ン樹脂 、

ポ リウ レタ ン塗 装 フ ェ ノ ー ル樹 脂 及 び メ ラ ミン

樹 脂 は それ ぞれ3検 体 、 ポ リエ チ レ ンテ レ フタ

レー ト、 ポ リメチ ル ペ ンテ ン及 び ポ リウ レタ ン

塗 装 ア ク リロニ ト リル ・ブタ ジ エ ンス チ レン樹

脂 は そ れ ぞれ2検 体 、 エ チ レ ン酢 酸 ビニ ル/ナ

イ ロ ン、 ポ リウ レ タ ン塗 装 ナ イ ロ ン、 ポ リウ レ

タ ン 塗 装 メ ラ ミン樹 脂 、 ポ リサ ル ホ ン及 び ポ リ

エ ー テ ル サ ルホ ンは そ れ ぞ れ1検 体 ず つで あ っ

た 。

表 示 上 の材 質 名 と結 果 が 異 な った 検 体 は、 ポ

リカ ー ボ ネ ー トと表 示 が あ った に もか か わ ら ず

ア ク リ ロニ トリル ・ス チ レ ン樹 脂 と鑑 別 さ れた 、

「に ん に く絞 り」1検 体 だけ で あ っ た 。

(ウ)ノ ニ ル フ ェ ノー ル の 検 出

154検 体 中12検 体 か ら ノニ ル フ ェ ノ ー ル を検

出 した 。
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出 した。

ポ リプ ロ ピ レ ン1検 体 か ら16ppm、 ポ リス チ

レ ン5検 体 か ら36～750ppmの 範 囲 で 、 ポ リカ

ー ボ ネ ー ト2検 体 か ら19～24ppmの 範 囲 で
、ポ

リメ タ ク リル 酸 メ チ ル1検 体 か ら80ppm、 ポ リ

ウ レタ ン塗装 フ ェノ ー ル樹 脂2検 体 か ら39～

66PPmの 範 囲 で、 ポ リウ レタ ン塗 装 ア ク リロ ニ

ト リル ・ブタ ジエ ンス チ レ ン樹 脂1検 体 か ら

230ppmそ れ ぞ れ検 出 した。

表4-5-25検 査 結果集計表(材 質別)

ウ ま とめ

環境庁 がノニル フェノー ルは内分 泌か く乱作用

が疑 われる物 質と して優 先的に環境 リス ク評価 の

実施 をす る8物 質の 中の一つであ る。

当セ ンターでは、平成11年 度か らラ ップフィル

中の ノニル フェノール含 有量及び溶 出 に関 して調

査 を実施 してお り、 この結果 をもとに衛生局 と し

て ラ ップフィルム業界 に対 し溶質 しない添加剤 に

転換す るよう申 し入れ を してい る。今 回の調査 で

は、 ラ ップフィルム以外の合成樹 脂製 器具類 につ

いて ノニル フェノール を含有の有無 を調査 した。

その結果、市販されてい る合成樹 脂製 器具類等の

収 去及び買上げを した154検 体 のうち12検 体の材

質中に ノニル フェノールが含 まれて い ることが判

明 した。

合成樹脂製 器具類等 に含 有す るノニル フェノー

ル は食 品衛 生法上の容器 包装の規格基準はない も

のの 、内分 泌か く乱作 用が疑われ る物質であ るこ

とか ら、含 まれてい るこ とは好 ま しい ものではな

いと考 え る。 よって、今 後 とも合成樹 脂製容器包

装器具等 における内分 泌か く乱化学物 質の実態調

査 を継続 し、 これ らを含 有す る容器の種類や溶出

状況のデー タを積 み重ね 、 リス ク評価 の一助 とな

るように と考 えてい る。
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